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労務関連速報―法定産休の保護の強化香港立法会が雇用条例改正案（
2019）を可決 

2020年7月9日、香港立法会は、雇用条例改正案（2019）（「法案」）を可決した。法案は、雇用条例（第57章）を改正
して、「法定産休を4週間延長し、産休の延長分に対する産休手当に上限を設け、『流産』の定義における妊娠期間を
短縮し、女性従業員がその妊娠に関し検診を受ける各日に対し傷病手当の支給を受けることができることに関する
証拠として受診証明書を用いることを認め、かつ、経過措置及び関連事項を定め」ようとするものである。雇用条例
（第57章）の改正の詳細は、弊所の従前のこちら
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法定産休の期間の改正点

雇用条例12条の改正により、法定産休は10週間から14週間に改められる。女性従業員が、妊娠又は出産
により疾病に罹患し又は就労能力を喪失した場合に、そのことを理由として、4週間を超えない限度でさら
なる期間の産休を取得しうるのは、従前と同様である。

産休手当の改正点

産休手当の日額は平均日額賃金の5分の4の割合で計算する点は、従前と同様である。しかし、追加された4
週間の産休に対する産休手当は、従業員1人当たり8万香港ドル（1香港ドル14円で計算すると約112万円）
が上限となる。香港政府は、当該追加分の産休手当の支払を行なった雇用主に対し費用を償還する旨約束
している。行政上どのような仕組みで運用するのか、詳細は未だ公表されていないが、雇用主が上限を超え
る金額を支払うことは禁止されていない。

「流産」の定義に対する影響

雇用条例2条に定める「流産」の定義が改正され、流産の定義における妊娠期間が従前の28週間から24週
間へと短縮された。これにより、流産した女性の保護が強化され、妊娠24週間経過後に流産した場合でも、
当該女性は産休を取得できるようになる。
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